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多数財リカードモデルの労働生産性理論が現実をどの軽度説明できるのか、1987－2002   
年日米貿易のケースに当てはめて実証する。第一章では、産業別の日米貿易額、為替レー  
ト、貸金水準比率、（製造業全体の）労働生産性比率といった分析に必要なデータを確認し   
ながら、1987－2002年日米貿易（うち製造業）の背景を考察する。第二章では、労働生産   
性理論の概要と産業別の労働生産性比率の算出方法を述べる。第三章では、第一章で考察   
した貸金水準比率、（製造業全体の）労働生産性比率の変化と、第二章に従って算出した産   
業別の労働生産性比率（1987，1992，1997，2002年）をもとに、労働生産性理論において日米   
両国の輸出産業がどのように推移するか検討する。この結呆と第一章の産業別日米貿易額   
の推移とを比較し、労働生産性理論が現実に適合するか分析する。結論からいうと、アメ  
リカの輸出産業については理論と現実の貿易額の変化がほぼ一致し、日本の輸出産業につ   
いてはほとんど一致が見られなかった。  
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いる。 本稿で注目する1987年、1992年、1997年、2002年の為替レートはそれぞれ、1  

















1987・1甲2年   1992」1997年   1997・2002年   
賃金比率   上昇   変化なし   変化なし   
労働生産性比率  上昇   降   下降   
＄ 本稿での労働生産性は、付加価値労働生産性（付加価値額を就業者数で除したもの）を  
指す。また労働生産性比率は、日本の労働生産性／アメリカの労働生産性とする。  
2，   
第二章 多数財リカードモデル4  
（1）労働生産性理論の概要   




ターンが決まる。自国が財2に比較優位をもつ条件は   
al／a2＞al☆／a2☆  ¢  
であり、このとき日本が財2を、アメリカが財1を輸出する貿易パターンになる。これを  
同一産業内での2国間比率の形に書き換えると   
al／al史＞a2／a2☆  
となり、多数財モデルへの拡張が容易になる。いまn個の産業があるとしても、各産業で  




1／al／1／al☆＜1／a2／1／a2☆＜1／aき／1／a3☆＜‥・＜1／an／1／an☆  ①  
2財モデルにならって、1に近い財ほどアメリカが比較優位をもち、nに近い財ほど日本が  
比較優位をもつということができる。   
しかし比較優位財と劣位財の境目を決定するには、2国間の絶対生産費を比較しなければ  
ならない。日米それぞれの絶対生産費は   
pi＝ai・W（円建て）   
pi☆＝ai☆・W忠（ドル建て）  
と表され、絶対生産費の比率は   
pi／pi☆e＝ai／ai☆・W／w☆e（円建て）  
になる。7日本の絶対生産費がアメリカより低ければ（pi／pi☆e＜lであれば）財iは日本  
が輸出する。このとき   
pi／pi＊e＜l   
⇔ ai／ai☆・W／w☆e ＜1   




¢al；自国における財iの労働投入係数   
ai☆；外国における財iの労働投入係数  
7  
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（2）産業別労働生産性比率の算出方法8   
では、実際の算出方法を説明する。まず産業iにおける労働生産性は  







9ai；産業iの労働投入係数   
Ⅹi；産業iの生産による産出量（付加価値額）  
1i；産業iの生産にかかる労働量（就業者人数）  
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産出量Ⅹiについて、日本は『工業統計調査 産業編』産業別統計表から付加価値額（百  
万円）の数値を、アメリカはEconomicCensu＄，Manufhcturing，IndustrySeriesからⅥllue  
ad血dbymanu払虎ure（千ドル）の数値を採用し、各年の為替レートを用いて通貨単位は  
ドルに統一する。また労働量Iiについて、日本は『工業統計網査 産業編』産業別統計表  
から従業員（人）の数値を、アメリカはEconomicCensus，Manufhcturing，IndustrySeries  
からAl1employee8（人）の数値を採用する。このⅩiとIiの僅から両国の産業iにおける  
労働生産性（千ドル／人）を求め、さらに産業部門別の労働生産性比率（日／米）を得る。   
この標準産業分類の両国コード照合と、産業別の産出量Ⅹi・労働量Iiを統計から抽出す  
る作業は、書くと簡単にみえるが実際は大変な労力を用いた。  
第三華 美証結束  
（1）労働生産性理論の日米貿易への適用   
第二章を踏まえて算出した産業別の労働生産性比率データ（1987，1992，1997，2002年）を  
もとに、産業配列10の推移をごらんいただきたい。  






























な産業となった。 総じて日本の比較優位産業だったものがどんどん比較優位を失い、アメ  
リカ比較優位に転じていると言える。  
（2）現実との比較検討   
以上の労働生産性理論に従って分析した貿易パターン（A）と、第一章で調べた現実の  
日米貿易パターン（B）とが一致しているか確認する。  
（A） リカードの労働生産性理論   （B） 現実の貿易額   
・食料品、精密機械、衣類、化学、紡が常  ・食料品、化学、精密機械は輸出額の上位  
ア       に比較優位   を占め、衣類、紙の輸出額も伸びている 
メ  ・繊維が1992年からアメリカ優位に変わ  ・繊維の輸出額はほぼ同水準で特に特徴は   
リ  り2002年には最も比較優位な産業となる  見られない   
カ  ・電気機械が1992年からアメリカ優位に  ・電気機械の輸出額は1997年まで大きく   
輸  変わり1997年に2番目に比較優位な産業  伸びている  
出  となった   
・⊥般機械、輸送機械、木製品、金属製晶      産  般機械は1997年から、輸送機械は   
業  1992年からアメリカ優位に転じ1木製品  の輸出額は1997年まで増加、2002年に減  
は1997年のみ、金属製晶時2002年のみ  
アメリカ優位に転じた   
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（今）リカードの労働生産性理論   （B）現実の喪易額   
・非鉄金属、印刷、その他が常に比較優位  
日  に変化も特徴も見られない   
・1987，1992年と最も比較優位だった鉄鋼   
輸  が1997年に一度アメリカ優位に変わり、   
出  2002年に再び2番目に比較優位な産業と   
産  なった   
業  ・精密機械は常にアメリカ優位であり、  ・一貫して輸送機械、一般機械、電気機械、  
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＜囲1＞  




41，704 1，287，937   
301，264  608．350   
1，引3  4，170  
139．490  29．031   
1．507  60．200   
38，246  70，987   
80，1g8  38，703  
110．972  62，496   
336，961   27，585   
58．950 169，274   
201，279  45．825  
2，714．560  685．597  
2．581．084  608，246  
3．930，172  243．855   
28，373   11．838   
34，559  24．607   
588．561   85．068  
18．911   14，847   
440．474  232，381   
35，109 1，514，165   
417．716  661．250   
1．246  4．389  
132，860  35，333  
784  88，028   
3tS．161   77．922   
78．引1  35．355  
101，334  53．131   
22 ，329   18．531   
41．840  144，123  
195，725  85，108  
3，091．299  830，397  
2．686．425  798．636  
3．794，869  488，938   
23， 05  33．052   
15．617  74．753   
633．785   138．988   
13，270   17．007   







43．725 1，696，213  
709．385  864．007  
333  3，620  
153，529  49，157  
703  116，753  
48，309  100，080  
85．741   4（；，180  
150，449  89．907  
257．424  22，640  
74．351  114，053  
51．427 1，516，754  
743．868  822，565   
152  1．369  
177，374  27．931  
842  28，956  
64，653  88．146  
54，130  32，630  
107．9g3  58．108  
117，88T   13，109  
51，292  80，228  
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郎深澤警    ■㌍きき・ ノ．T巨聯ぎ‡ミニ‡  
モノ云」ト ユ：，ノモ  1985  238．54  0．5（；3  0．610  1986  168．52  0，754  0．801  1987  144．64  0．883  0．908   
1988   128．15   0．984   1．041   
1989   137．96   0．908   0．999   
1990   144．79   0．910   0．972   
1991   134．71   1．000   1．047   
1992   126．65   1．068   1．020   
1993   111．20   1．205   1．085   
†994   102．21   1．303   1．119   
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（注）為替レート：1ドル＝x円  
1金比串；日米の製造業における時Ⅶ当たり文金（ドル換井）を除した（日／米）   
労働生産性比率：日米の労働生産性を除した（日／米）  













324，325，328（111－180）   





0．615  0．482   
1．014  0．079  
0．593  0．639   
0．936  1．013   
8．755  0．884   
0．971 1．071   
1．037  1．270   
0．789  0．907   
1．100  1．234   
0．764  0．787   
1．026  1．222   
1．055  1，1D9   
1．021 1．217   
1．288  1．740   
1．131 1．174   
1．008  1．329   
0．893  1．155   
8．929  0．933   
0．933  1．040   
0．631  0．658   
1．031 1．237  
0．525   
0．905   
8．789   
0．611   





1．050  0．938   
0．794  0．707   
1．020  0．835   
1．035  1．021   
1．192  1．822   
1．113  0．841   
1．036  0．807   
0．72！1  0．894   
0．g97  0．745   
0．758  0．623   
1．142  0．985  
債料）『エ集統計』経済産業省、EomomkC知咽り＄，∪．S．ConsusBr08uより作成  
（注）労働生産性比率；日米の労働生産性を除した（日／米）   
労働生産性；各産業における付加価値輯（ドル換算〉を労働者勧で除した（千ドル／人）  
（図4a）  
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